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バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
は
、
市
の
財
産
、

市
債
な
ど
の
債
務
の
状
況
や
償
還
能

力
を
明
ら
か
に
し
ま
す
。
バ
ラ
ン
ス

シ
ー
ト
を
見
る
こ
と
で
、
市
に
ど
の

よ
う
な
財
産
が
ど
の
く
ら
い
あ
る
の

か
、
ど
の
よ
う
な
住
民
負
担
が
ど
れ

く
ら
い
あ
る
の
か
を
対
比
し
、
来
年

度
以
降
に
引
き
継
ぐ
財
産
と
住
民
負

担
が
分
か
り
ま
す
。

有
形
固
定
資
産
は

25
億
８
千
万
円
減
少

有
形
固
定
資
産
は
、
前
年
度
の
残

高
に
18
年
度
中
に
取
得
し
た
資
産
を

加
え
、
更
に
18
年
度
中
の
減
価
償
却

分
を
減
じ
て
算
出
し
て
い
ま
す
。
そ

の
結
果
、
道
路
や
市
営
住
宅
な
ど
の

土
木
関
係
が
最
も
多
く
、
次
い
で
学

校
、
社
会
教
育
施
設
な
ど
の
教
育
費

と
な
っ
て
い
ま
す
。

有
形
固
定
資
産
の
合
計
額
は
、
前

年
度
末
よ
り
約
25
億
８
千
万
円
減
少

し
ま
し
た
。
こ
れ
は
18
年
度
に
行
な

っ
た
事
業
に
よ
る
資
産
の
増
加
よ
り

も
、
減
価
償
却
費
の
方
が
多
か
っ
た

こ
と
に
よ
り
ま
す
。

投
資
等
は

６
億
７
千
万
円
増
加

投
資
等
の
合
計
額
は
、
前
年
度
よ

り
６
億
７
千
万
円
増
加
し
ま
し
た
。

こ
れ
は
下
水
道
事
業
会
計
へ
の
出
資

金
の
増
や
桂
城
短
大
へ
の
負
担
金
の

精
算
金
を
積
み
立
て
し
た
こ
と
な
ど

に
よ
り
ま
す
。

流
動
資
産
は

５
億
１
千
万
円
増
加

流
動
資
産
は
、
前
年
度
よ
り
約
５

億
１
千
万
円
増
加
し
ま
し
た
。
こ
れ

は
、
主
に
繰
越
金
な
ど
約
４
億
４
千

万
円
増
加
し
た
た
め
で
す
。

市
債
は

８
億
２
千
万
円
減
少

固
定
負
債
の
う
ち
、
市
債
の
残
高

(

普
通
会
計)

は
前
年
度
よ
り
８
億
２

千
万
円
減
少
し
ま
し
た
。
こ
れ
は
、

18
年
度
の
借
入
額
が
償
還
額
よ
り
も

少
な
か
っ
た
た
め
で
す
。
市
民
１
人

当
た
り
の
市
債
の
残
高
は
、
前
年
度

よ
り
３
８
１
６
円
減
っ
て
、
48
万
４

３
４
０
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

正
味
資
産
は

７
億
６
千
万
円
減
少

正
味
資
産
合
計
は
、
前
年
度
よ
り

７
億
６
千
万
円
減
少
し
ま
し
た
。
こ

れ
は
、
新
た
な
資
産
の
取
得
よ
り
も

既
存
資
産
の
減
価
償
却
費
が
上
回

り
、
有
形
固
定
資
産
が
25
億
８
千
万

円
減
少
し
た
こ
と
が
主
な
要
因
で
す
。

地
方
交
付
税
は
減
少
、

市
債
は
企
業
会
計
で
増
加

市
の
収
入
の
35
・
４
％
を
占
め
る

地
方
交
付
税
は
、
国
の
三
位
一
体
改

革
に
基
づ
き
、
前
年
度
よ
り
１
億
３

９
０
０
万
円
減
少
し
て
い
ま
す
。
ま

た
、
市
の
借
金
で
あ
る
市
債
は
、
一

般
会
計
で
は
減
少
し
て
い
る
も
の
の
、

企
業
会
計
は
市
立
総
合
病
院
の
増
改

築
事
業
の
た
め
増
加
し
て
い
ま
す
。

ま
た
、
市
税
な
ど
の
収
入
に
対
す

る
公
債
費(

市
全
体
の
市
債
元
利
償
還

金)

の
割
合
を
示
す
※
実
質
公
債
費
比

率
は
17
・
４
％
と
な
り
、
国
か
ら
の
交

付
税
な
ど
が
減
少
す
る
な
か
、
そ
れ

に
見
合
っ
た
歳
出
削
減
が
毎
年
求
め

ら
れ
て
い
ま
す
。
市
債
借
入
額
の
抑

制
と
合
わ
せ
、
今
後
も
行
財
政
改
革

を
推
進
し
健
全
財
政
に
努
め
ま
す
。

※
実
質
公
債
費
比
率
は
、
18
％
を
超

え
る
と
市
債
発
行
が「
協
議
制
」か

ら「
許
可
制
」と
な
り
、
25
％
を
超

え
る
と
一
部
市
債
の
借
り
入
れ
が

制
限
さ
れ
ま
す
。

普通会計バランスシート(平成18年度末現在)

資産の部 将来に引き継ぐ財産

借 方(資金の使い道の内容) 貸 方(資金の調達の内容)

資産合計 負債・正味資産合計1,172億７千万円 1,172億７千万円

１．有形固定資産 億１千万円

有形固定資産のうち土地 億６千万円

・土木費 道路、公園、市営住宅など
・教育費 小中学校、公民館、給食センターなど
・民生費 保育所、老人福祉エリアなど
・農林水産業費 農林道など
・その他 市庁舎、墓園整備、勤労者福祉施設、
湯夢湯夢の里、消防施設など

２．投資等 億円

３．流動資産 億６千万円 

負債の部 これから負担する分

１．固定負債 億６千万円

負債合計 億５千万円

市債、物件の購入、債務保証または損失補償、退
職給与引当金 平成 年度末に全職員が退職した
場合の手当の資産額 など

２．流動負債 億９千万円 
翌年度償還予定額 翌年度の償還元金 、翌年度
繰上充用金

正味資産の部 これまでの世代で負担した分

１．国庫支出金 億４千万円

正味資産合計 億２千万円

有形固定資産を取得するために使った国や県から
のお金 

３．一般財源等 億９千万円
資産を取得するために使った市税など 

２．県支出金 億９千万円 

億９千万円
億１千万円
億２千万円
億７千万円 

億２千万円

・投資及び出資金 水道、病院事業会計などへ
・貸付金 地域総合整備資金など
・基金 地域振興、ふるさと、社会福祉など
・退職手当組合積立金

億７千万円
億３千万円
億２千万円
億８千万円

・現金預金 財政調整基金、市債の償還のため 
の積立金、前年度からの繰越現金など
・未収金など 市税、その他

億２千万円 
６億４千万円

◎ 一般会計
市の予算の中心を成すも

ので、市民の生活に欠かせな
い基本的な経費を扱う会計
です。道路や公園の整備、ご
み処理、福祉事業などに使わ
れます。
◎ 特別会計
特定の事業を行うために、

一般会計と区別して設けら
れた会計です。国民健康保険
特別会計や農業集落排水事
業会計など18会計があります。
◎ 企業会計
独立採算制をとっている、

病院事業や水道事業などです。
◎ 普通会計
一般会計と、特別会計のう

ち小規模水道、休日夜間急患
センター、田代診療所、ベニ
ヤマ自然パーク、奨学資金、
都市計画、土地取得の事業を
合計したものです。

用語説明




